
深川市経営継承・発展支援事業募集要項 

 

 深川市では、農業者の高齢化と農家戸数の減少が進行する中、地域における農業の持続的な発展

を図るため、担い手から経営の主宰権を次世代に継承し、さらなる経営を発展させるための取組を

行う者に対して、地域の経営体を確保することを目的に支援をします。 

 

１．事業内容 

 地域の中核となる担い手から経営を継承した後継者等が作成する、経営発展計画に基づいて実施

する経営発展に向けた取組に必要な経費を補助します。 

 

２．対象者 

 深川市内において、地域の農地等を引き受けるなど地域農業の維持・発展に貢献する強い意欲を

有している者。 

 

３．要件 

（１）個人事業主の場合 

 ア 次の（ア）から（オ）までに掲げる者であること。 

（ア） 地域計画のうち目標地図（基盤強化法第 19条第 3項の地図をいいます。）に位置付けら

れた者。 

（イ） 今後目標地図に位置づけられることが見込まれる者 

（ウ） 認定農業者 

（エ） 認定就農者 

（オ） その他市町村長が地域農業の維持・発展に重要な役割を果たすと認めた者  

イ 令和 6 年 1 月 1 日から経営発展計画の提出時までに地域農業の担い手である先代事業者から

その経営に関する主宰権の移譲を受けていること。 

ウ イの主宰権の移譲に際して、原則として、先代事業者が有していた生産基盤や経営規模等が著

しく縮小していないこと。 

エ 税務申告等を本事業による助成を受けようとする者の名義で行っていること。 

オ 青色申告者であること。 

カ 家族農業経営である場合にあっては、家族経営協定を書面で締結していること。 

キ 経営発展計画を策定し、当該経営発展計画に基づいて経営発展に取り組み、かつ、当該経営発

展計画の達成が実現可能であると見込まれること。 

ク 地域の農地等を引き受けるなど地域農業の維持・発展に貢献する強い意欲を有していること。 

ケ イの主宰権の移譲を受けた日より前に農業経営を主宰していないこと。 

コ 農業次世代人材投資事業（経営開始型）に係る資金又は新規就農者育成総合対策のうち経営開

始資金の交付を現に受けておらず、かつ過去に受けていないこと 

サ 新規就農者育成総合対策のうち経営発展支援事業、新規就農者確保緊急円滑化対策のうち就農

準備・経営開始支援事業又は世代交代・初期投資促進事業を現に実施しておらず、かつ過去に

実施していないこと 。 

（２）法人（集落営農組織を含みます。）の場合 

ア 次の（ア）から（オ）までに掲げる者であること。 



（ア） 地域計画のうち目標地図（基盤強化法第 19条第 3項の地図をいいます。）に位置付けら

れた者。 

（イ） 今後目標地図に位置づけられることが見込まれる者 

（ウ） 認定農業者 

（エ） 認定就農者 

（オ） その他市町村長が地域農業の維持・発展に重要な役割を果たすと認めた者  

イ 次に掲げる(ア)又は(イ)の要件を満たすこと。 

(ア) 法人の経営の主宰権を先代経営者から移譲を受ける場合：当該法人が地域農業の担い手であ

り、令和 6年 1月 1日から経営発展計画を提出する時まで後継者（個人）が当該主宰権の移

譲を受けていること。 

(イ) 先代事業者からその経営に関する主宰権の移譲を受けると同時に農業経営の法人化を行う

場合：当該先代事業者が地域農業の担い手であり、令和 6年 1月 1日から経営発展計画を提

出する時までに当該主宰権の移譲を受けていること。 

ウ イの(ア)又は(イ)の主宰権の移譲に際して、原則として、法人自ら又は先代事業者が有してい

た生産基盤や経営規模等が著しく縮小していないこと。 

エ 青色申告者であること。 

オ 経営発展計画を策定し、当該経営発展計画に基づいて経営発展に取り組み、かつ、当該経営発

展計画の達成が実現可能であると見込まれること。 

カ 地域の農地等を引き受けるなど地域農業の維持・発展に貢献する強い意欲を有していること。 

キ イの(ア)又は(イ)の主宰権の移譲を受けた後継者がその日より前に農業経営を主宰していな

いこと。 

ク イの(ア)又は(イ)の主宰権の移譲を受けた後継者が過去に農業次世代人材投資事業（経営開始

型）に係る資金又は新規就農者育成総合対策のうち経営開始資金の交付を受けていないこと。 

ケ イの (ア)又は (イ)の主宰権の移譲を受けた後継者が過去に新規就農者育成総合対策のうち

経営発展支援事業、新規就農者確保緊急円滑化対策のうち就農準備・経営開始支援事業又は世

代交代・初期投資促進事業を過去に実施していないこと。 

 

４．補助対象経費等 

（１）補助対象経費 

本事業の目的を達成するために必要となる次に掲げる経費（融資に関する利子助成措置以外

の国の補助事業の対象となった経費を除きます。）を補助対象経費とします。 

（補助対象経費） 

専門家謝金、専門家旅費、研修費、旅費、機械装置等費、広報費、展示会等出展費、開発・取

得費、雑役務費、借料、設備処分費、委託費又は外注費  

（２）補助率 

補助金の額は、助成対象者１人当たり 100万円以内とします。 

 

５．経営発展に向けた取組内容 

 経営の法人化、新たな品種・作目・部門の導入、認証の取得、データを活用した経営の実践、就業

規則の策定、経営管理の高度化、就業環境の改善、外部研修の受講、新たな販路の開拓、新商品の開

発、省力化・省人化・業務の効率化、農畜産物等の品質の向上、農畜産物等の規格・出荷方法の改善、



防災・減災の導入 

 

６．提出書類 

 対象者は、経営発展に向けた取組内容を記載した経営発展計画（様式第２号）を作成し、取組承認

申請書（様式第１号）とともに７月２９日（火）までに下記まで提出してください。 

 

７．その他 

 書類の提出にあたっては、経営継承・発展等支援事業補助金事務局（全国農業会議所）の公募要領

等も参考とすること。 

 

８．問合せ先・担当窓口 

 深川市役所経済・地域振興部農政課農政係 

 電話 0164-26-2255 

 ファクシミリ 0164-22-8134 

 メールアドレス nosei@city.fukagawa.lg.jp 


